
 

 

令和３年度 第１回野田市自転車等駐車対策等協議会 

 

日 時 令和３年８月３１日 

書面議決により 

 

 １ 野田市自転車等駐車対策等協議会の名称変更の経緯について 

 

 ２ 議  題 

（１）会長及び副会長の選出について・・・資料１ 

（２）自転車保険の加入義務化に向けて・・・資料２ 

 

 ３ 報告事項 

  （１）川間駅南口市営第１自転車等駐車場の返還について・・・資料３ 

 



 

 

野田市自転車等駐車対策等協議会の名称変更の経緯 

 

１．理由 

  市町村は、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関

する法律」（以下「自転車法」）第８条第１項の規定により、自転車等の駐車対策

に関する重要事項を調査審議させるため条例の定めるところにより、自転車等対

策協議会（以下「協議会」）を置くことができるとされています。 

 野田市では、「野田市自転車等放置防止に関する条例」により協議会を設置してお

りました。 

  昨今の自転車の利用を取り巻く環境の変化により、自転車が関係する重大事故

が増加していることを踏まえ、自転車保険の加入義務化等自転車等の施策の総合

的な推進に関する重要事項を審議していただくため、本年３月に現行の野田市自

転車等駐車対策協議会の所掌事務を改めるとともに、関係規定の整備をさせてい

ただきました。 

  主な改正内容といたしましては、題名を「野田市自転車等放置防止に関する条

例」から「野田市自転車等駐車対策等に関する条例」に改め、現行の野田市自転

車等駐車対策協議会の所掌事務に自転車等の施策の総合的な推進に関する重要事

項についての意見を述べることを加え、名称を「野田市自転車等駐車対策等協議

会」に改めさせていただいております。 

 

２．今後の予定 

  千葉県は、「千葉県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」において定

めている自転車保険等への加入を、現在の「加入努力義務」から「加入義務化」

に、令和３年度中に改正しようとしていることから、今回、「自転車保険の加入義

務化に向けて」ご意見をいただこうとするものです。 

また、今後においても、自転車等の施策の総合的な推進に関する重要事項につ

いて、ご審議をお願いいたします。 

                 



 

 

議題（１） 

 

会長及び副会長の選出について 

 

野田市自転車等駐車対策等に関する条例第１５条に定める会長及び副会長

を委員の互選により選出を求めるものです。 

 

資料１ 



 

 

会長及び副会長の選任について 

 

   自転車等駐車対策等協議会では、野田市自転車等駐車対策等に関する条例

第１５条第１項の規定で、「協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によ

り選任する」とされております。 

   本来は、委員委嘱後の最初の会議で会長及び副会長の選任をお願いすると

ころですが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため協議会を開催せず、

書面により、会長、副会長職の選任をお願いするものです。 

   つきましては、書面による選任となることから、会長には、平成１４年か

ら本協議会の会長としてご尽力いただいている前任者の内山久雄氏を、副会

長には、慣例に基づき、自治会を代表する者が就任していることから、岡村

昌夫氏を選任し、委員の皆さまの御同意をお願いするものです。なお、両氏

には、予めご了解をいただいております。 

 

                             （敬称略） 

職名 氏名 経歴等 

会長 内山 久雄 

条例区分：学識経験者  

     東京理科大学 教授 

平成７年１１月２９日から 

現在まで協議会委員 

平成１４年１１月７日から協議会会長 

 

                             （敬称略） 

職名 氏名 経歴等 

副会長 岡村 昌夫 

条例区分：自治会を代表する者 

推薦団体：野田市自治会連合会 

令和３年５月から現在まで協議会委員 
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議題（２） 

自転車保険の加入義務化に向けて 

 

１ 自転車保険の加入を促進する背景 

 

  自転車は、環境に負荷もなく、健康増進にも役立つ交通手段であり、通勤や通学、

買い物など様々な用途に利用され、市民の生活に密着している一方、自転車に関連

する事故の多発、一部の自転車利用者による危険な運転が起こす自転車事故による

多額の賠償金の発生が問題となっていることから、自転車の利用者等に対して、自

転車利用者の損害賠償保険への加入を促進する必要がある。 

 

 （高額賠償となった事故例） 

 判決日 賠償金額 

１ 平成１７年１１月 ５，０００万円 

２ 平成１９年 ４月 ５，４３８万円 

３ 平成２０年 ６月 ９，２６６万円 

４ 平成２５年 ７月 ９，５２０万円 

他１，０００万円以上の高額賠償件数９件 

 

２ 国・県の動向 

 

国は、自転車利用者の損害賠償保険加入率を５９．７％（令和３年３月時点）か

ら令和７年度に７５％へ引き上げることを目標としている。 

千葉県の「千葉県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」においても、

自転車保険等への加入を、現在の「加入努力義務」から「加入義務化」に、令和３

年度中に改正する予定と伺っている。 

以上のことから、今後は、国の方針や県の自転車保険加入義務化に向けた動向を

注視しつつ、市として独自の加入率向上施策について検討を進めていくこととした

い。 

 

３ 自転車保険の状況 

 

 １）現状 

  ここ数年で自転車保険の加入の必要性が取り上げられ、国の方針を踏まえて、各

県を中心に自転車保険の加入義務化条例を制度化している。 

しかしながら、自転車保険に加入するとなると、実際には、いくつもの加入方法

があるが、どこへ連絡したらよいかもわからないくらい認知度は低い状況である。 

資料２ 
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また、自動車の損害賠償保険の付帯についている個人賠償特約において、自転車

乗車中の損害賠償についても補償されている商品も最近では多く、そのことを知ら

ずに加入していないと思っている方もいる。 

 

 ２） 自転車運転者（第一当事者）の年齢層別交通事故件数（平成２９年度） 

  

  自転車運転者（第一当事者）の年齢層については、１６～１９歳が最も事故件数

が多く、１９歳以下の事故件数にあっては、全体の約３８％を占めており、未成年

者の事故件数が多い傾向となっている。 

 

年齢層 事故件数 割合 

～１２歳 １，５５３件 １０．２％ 

１３～１５歳 １，５４３件 １０．１％ 

１６～１９歳 ２，６６１件 １７．４％ 

２０～２９歳 ２，０７３件 １３．６％ 

３０～３９歳 １，３８９件 ９．１％ 

４０～４９歳 １，４０９件 ９．２％ 

５０～５９歳 １，１３８件 ７．４％ 

６０～６９歳 １，２１９件 ８．０％ 

７０～７９歳 １，３９５件 ９．１％ 

８０歳以上 ９０１件 ５．９％ 

 （公益財団法人交通事故分析センターより） 

 

 ３）千葉県内の自転車事故発生状況 

  

  千葉県内及び野田市内における自転車が関係する人身事故件数は、過去５年間を

見ると近年は減少傾向となっている。 

  また、年代的には高齢者が関係する事故が大半がとなっている。 

 令和 2 年 令和元年 平成 30 年 平成 29 年 平成 28 年 

千葉県 
3,237 件 

(1,229 件) 

4,075 件 

(1,647 件) 

4,287 件 

(1,692 件) 

4,267 件 

(1,642 件) 

4,139 件 

(1,623 件) 

 内死亡者 
22 人 

(12 件) 

24 人 

(15 件) 

32 人 

(20 件) 

20 人 

(13 件) 

25 人 

(14 件) 

野田市 
80 件 

(38 件) 

87 件 

(33 件) 

104 件 

(52 件) 

100 件 

(37 件) 

81 件 

(37 件) 

 内死亡者 
0 人 

 

1 人 

(1 件) 

3 人 

 

1 人 

(1 件) 

0 人 

 

 ※（ ）内は、高齢者の事故件数。 
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 ４）自転車保険の加入方法 

 

  自転車保険に加入するには、大きく分けて自転車安全整備士が点検確認した普通

自転車に添付される「ＴＳマーク付帯保険」と「個人賠償保険」があり、「ＴＳマー

ク付帯保険」は、自転車に搭乗中の人が第三者に死亡又は重度後遺障害を負わせた

ことにより、法律上の損害賠償を負った場合に、次の表のとおり適用される。 

種別 死亡若しくは重度後遺障害（１～７級） 

青色ＴＳマーク １，０００万円 

赤色ＴＳマーク １億円 

 ※重度後遺障害の等級は、自動車損害賠償保障法に定める等級に該当する。 

   

  個人賠償保険は、「自動車の任意保険」「傷害保険」「火災保険」「会社等の団体保

険」「クレジットカードに付帯した保険」の特約として加入することができ、補償額

の限度額としての多くは、１～３億円となっている。 

  また、ＰＴＡや学校が窓口の保険（小・中学生総合補償制度、高校生総合補償制

度、全国Ｐ連賠償補償制度等）でも対象となる保険もある。 

その他、「コンビニエンスストア」「三大携帯電話会社」「自転車販売店」からも自

転車保険を申し込むことができる。 

  上記の保険内容を比較した場合、ＴＳマーク付帯保険は、あくまでも点検・整備

した自転車を安全に乗るという目的に付帯した保険となっており、補償内容を比較

した場合には、断然、個人賠償保険の方が補償内容は充実している。 

 

４ 先進地の状況 

  

  令和３年４月１日現在、全国４７都道府県のうち２２都府県が自転車保険加入義

務化の条例を制定し制度化している。 

  千葉県は、平成２９年７月に「千葉県自転車の安全で適正な利用の促進に関する

条例」を制定しているが、自転車保険加入については努力義務となっている。 

  千葉県内では、５市が「自転車の安全利用に関する条例」を制定しており、うち、

千葉市においては、平成２９年７月に制定した自転車を活用したまちづくり条例の

中で自転車保険加入は努力義務となっていたが、その後、令和２年４月から自転車

保険加入義務化に条例を改正している。 

  また、他県では、いくつかの市・町で自転車保険加入義務化に伴い、支援施策を

行っている。施策内容としては、交通安全担当課が窓口となって実施している「Ｔ

Ｓマーク付帯保険」に加入した場合の支援と、教育委員会が窓口となって中学生を

対象として「自転車保険」加入時の支援施策があったが、どちらも実効性のある施

策とはなっていない状況である。 

なお、支援を行っている市・町は数少なく、多くは、自転車保険加入義務化のチ

ラシを作成し、広報や啓発を中心に加入促進に努めている。 
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自転車条例制定状況 

１）千葉県内（５市） 

番号 自治体名 制定年月 主な特徴（内容） 

１ 浦安市 H21 年 10 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

２ 市川市 H23 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

３ 流山市 H24 年 9 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

４ 印西市 H25 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

５ 千葉市 H29 年 7 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２）全国（３２都府県）の自転車条例制定状況 

番号 自治体名 制定年月 主な特徴（内容） 

１ 茨城県 H15 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備 

２ 京都府 H19 年 10 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

３ 埼玉県 H24 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

４ 東京都 H25 年 7 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

５ 愛媛県 H25 年 7 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

６ 群馬県 H26 年 12 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

７ 兵庫県 H27 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備等 

８ 熊本県※ H27 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

９ 滋賀県 H28 年 2 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

１０ 徳島県 H28 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

１１ 大阪府 H28 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

１２ 鳥取県 H28 年 10 月 安全通行の確保、安全配慮、保険等 

１３ 鹿児島県 H29 年 3 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

１４ 千葉県 H29 年 4 月 整備、保険、ヘルメット等 

１５ 福岡県 H29 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

１６ 北海道 H30 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

１７ 香川県 H30 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

１８ 富山県 H31 年 3 月 意識啓発、整備、保険等 

１９ 長野県 H31 年 3 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２０ 神奈川県 H31 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２１ 静岡県 H31 年 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２２ 和歌山県 H31 年 4 月 意識啓発、整備、保険等 

２３ 高知県 H31 年 4 月 意識啓発、整備、保険、ヘルメット等 

２４ 奈良県 R1 年 10 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２５ 山形県 R1 年 12 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２６ 山梨県 R2 月 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２７ 三重県 R3 月 3 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

２８ 青森県 R3 月 4 月 意識啓発、整備、ヘルメット等 

２９ 宮城県 R3 月 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

３０ 愛知県 R3 月 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

３１ 大分県 R3 月 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

３２ 宮崎県 R3 月 4 月 保険義務化、意識啓発、整備、ヘルメット等 

  ※熊本県は令和 3 年 10 月より保険義務化 
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５ 市独自の自転車保険加入義務化に向けた取り組み 

  

  今後、千葉県の自転車保険加入義務化の条例制定に合わせ、市独自の自転車保険

の加入促進として、千葉市の事例を参考に、損害賠償保険会社と連携して協定を結

び、保険加入義務化を周知し、損害保険の特約（個人賠償保険）を提供していく環

境づくりを進めていきたい。 

また、自分が入っている損害保険の契約内容で特約（個人賠償保険）付帯となっ

ているにもかかわらず、そのことを知らないということも多くみられる。 

従って、自分が入っている保険の内容を見直すきっかけにも繋がるため、次の内

容により推進活動を実施していきたい。 

  なお、市独自の自転車保険加入義務化条例を制定する予定はありませんが、千葉

県の自転車保険加入義務化の条例制定の内容によっては、今後検討していきたい。 

 （連携会社募集） 

  一般社団法人 日本損害保険協会の会員、一般社団法人 外国損害保険協会の会

員、一般社団法人 日本共済協会の会員及び市民等又は事業者に提供できる自転車

保険等を扱っている会社に呼びかけを行い、野田市と連携・協力していただける企

業・団体を募集する。 

 （連携会社との協力事項） 

  １ 市民等・事業者が加入しやすい自転車保険の提供 

    各社が提供している保険の案内チラシに、自転車保険（個人賠償保険）への

加入の必要性を記載してもらう。 

  ２ 市民等・事業者への自転車保険等の情報提供と相談窓口の確保 

    市へ問合せがあったとき、対応できる専用の電話番号や相談窓口を設置して

もらう。 

  ３ 自転車保険等の周知・広報 

    チラシを作成する際に、自転車保険の加入義務化の旨の文言を入れてもらう。 

  ４ その他、自転車の安全利用の促進や交通安全の推進にかかる各種取組み 

    各保険会社で実施している保険の講習会の際に、自転車の交通安全の内容

（保険加入の必要性）を含めてもらう。 

 （加入率向上のための推進活動） 

  市は、国が示した自転車損害賠償保険７５％加入目標を達成するため、加入促進

に努める。 

  また、自転車を利用する児童・生徒や学生を対象とし、交通安全教室（スケアー

ド・ストレイトなど）の実施し、自転車事故の危険性に加え、保険加入の必要性を

若年層から意識を高める。加入推進活動内容は、次のとおり。 

  １ 市民（転入者含む）及び関係者に対し保険加入推進 

  ２ 市内各駅における保険加入推進 

  ３ 地域における交通安全教室での保険加入推進 

４ イベントにおける保険加入推進 

  ５ 市内保険会社と連携した保険加入推進 

  ６ 市営駐輪場における保険加入推進 

  ７ 野田警察署と連携による保険加入推進 

  ８ 保険加入状況アンケートの実施（毎年実施） 



 

 

報告事項（１） 

川間駅南口市営第１自転車等駐車場の返還について 

 

１ 返還の経緯 

 

  川間駅南口市営第１自転車等駐車場（以下「市営自転車等駐車場」という。）は、

平成１５年４月１日から東武鉄道株式会社が所有する土地を借用し、市が市営自転

車等駐車場を整備している。 

運営の状況は、平成１７年度までは業務委託、平成１８年度以降は、指定管理者

制度を導入している。 

この度、土地を所有する東武鉄道株式会社から、既存の市営自転車等駐車場の老

朽化に伴い、川間駅のイメージアップと駅利用者のサービス向上の観点から、自社

で有料駐輪場の整備を行いたいと申し出があり、令和４年３月３１日をもって土地

を返還することになった。 

市営自転車等駐車場返還後は、東武鉄道株式会社が有料駐輪場を整備する予定と

なっており、整備内容については、現在の市営自転車等駐車場と同程度の１５６台

（定期利用１１１台、一時利用４５台）を予定している。 

ついては、次回、川間駅の自転車等駐車対策についてご審議いただくとともに、

併せて、清水公園駅の暫定無料駐輪場についても、ご意見をいただきたいと考えて

いる。 
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野田市

川間駅周辺駐輪場位置図

放置禁止区域

市営自転車等駐車場

民営自転車等駐車場

民間駐輪場（一時使用）

Ｄ：三井のリパーク②

村松自転車預かり所

三井のリパーク①
川間駅南口市営第１自転車

等駐車場

池田自転車預かり所

暫定無料駐輪場

川間駅北口駐輪場

室岡自転車預かり所

永島自転車預かり所

伊藤自転車預かり所

土屋自転車預かり所

中田屋米店自転車預かり所

深井自転車預かり所

中田自転車預かり所

川間駅
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野田市

清水公園駅周辺駐輪場位置図

放置禁止区域

市営自転車等駐車場

民営自転車等駐車場

民間駐輪場（一時使用）

暫定無料駐輪場

TOBU PARK 清水公園駅前東口駐輪場

ECOPOOL 清水公園駅前東口駐輪場

TOBU PARK 清水公園駅前西口駐輪場

ECOPOOL 清水公園駅前西口駐輪場
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１ 野田市自転車等駐車対策等協議会委員名簿 

（令和３年５月12日現在） 

 

２ 市営自転車等駐車場使用料 

   

３ 市営自転車等駐車場施設内容 

   

４ 野田市自転車等駐車対策等に関する条例（写し） 

   

５ 野田市自転車等駐車対策等に関する条例施行規則（写し） 

 

 

 



 

 

野田市自転車等駐車対策等協議会委員名簿 

（任期：２年  令和元年１１月２９日から令和３年１１月２８日） 

                   （令和３年５月１２日現在） 

                               （敬称略） 

区  分 役     職 氏    名 

交通安全協会を代表する者 野田交通安全協会会長 深 津 憲 一 

鉄道事業者を代表する者 東武鉄道（株）鉄道事業本部計画管理部課長 池 田 剛 士 

輪業組合を代表する者 輪業組合代表 新 井  章 

商店街連合会を代表する者 商店街連合会会長 岡 安 誠 人 

自治会を代表する者 野田市自治会連合会 岡 村 昌 夫 

女性団体を代表する者 野田市女性団体連絡協議会代表 五百川 和家恵 

自転車預り所を代表する者 自転車預かり所代表 中 田 禎 子 

学識経験者 東京理科大学理工学部教授 内 山 久 雄 

関係行政機関の職員 千葉県東葛飾土木事務所 野田出張所長 西 潟 敬 幸 

千葉県野田警察署地域課長 前 川 禎 浩 

関係教育機関の職員 高等学校教職員代表 滝 口 健 太 

公募に応じた市民 公募委員 吉 村 仁 志 
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市営自転車等駐車場使用料 

 

□自転車等駐車場の開所時間 

名称 住所・連絡先 開所時間 

野田市駅市営 野田 114 番地の 11 

℡7121-5315 

６時３０分～２０時 

日・祝・年末 

年始を除く 川間駅南口市営第１ 尾崎 839 番地の 5 

℡7129-8940 

梅郷駅東口市営 山崎 1873 番地の 7 

℡7121-3196 

４時４５分 

～翌日１時１５分 

 

□自転車等駐車場の使用料                     （定期：月額） 

野田市駅市営、川間駅南口市営第１ 

 

定期 
自転車 

一般 １，０４０円 

学生 ５２０円 

原動機付自転車 ２，６１０円 

 

一時 

使用 

自転車 
一回 １００円 

１１枚つづり回数券 １，０００円 

原動機付自転車（屋外） 
一回 １５０円 

１１枚つづり回数券 １，５００円 

梅郷駅東口市営 

 

 

定期 

 

 

自転車 

一般 
地下１階・１階・２階 １，５７０円 

３階（屋根なし） １，０４０円 

学生 

１階 １，５７０円 

地下１階・２階 １，０４０円 

３階（屋根なし） ５２０円 

原動機付自転車（屋外） ２，６１０円 

 

一時 

使用 

自転車 
一回 １５０円 

１１枚つづり回数券 １，５００円 

原動機付自転車（屋外） 
一回 １５０円 

１１枚つづり回数券 １，５００円 

※いずれも原動機付自転車は 50cc 以下です 

※川間駅南口市営第１は、原動機付自転車は駐車できません 

 

□自転車等保管所（旧専売公社跡地） 

 野田市清水２４６－１ （呉服屋とみやま店前） 

 開所日・時間：金～日（祝日除く）１３：００～１６：００ 

 移送料   ：自転車 １，６５０円 

        原 付 ３，３００円 
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市営自転車等駐車場 施設内容 

 

○野田市駅市営 

整備場所 野田市野田１１４番地の１１ 

敷地面積  ５９８．７０㎡ 

建築面積  ３５７．４１㎡（管理棟６．６２㎡） 

構  造 屋根付平置式（一部屋外） 

収容台数 ４７１台（内、一時利用２７台） 

 

○川間駅南口市営第 1 

整備場所 野田市尾崎８３９番地の５ 

敷地面積  ２０５．１５㎡ 

建築面積  １０２．８９㎡（管理棟３㎡） 

構  造 屋根付ラック式 

収容台数 １９０台（一時利用１９台） 

 

○梅郷駅東口市営 

整備場所 野田市山崎１８７３番地の７ 

敷地面積  ８２４．０７㎡ 

建築面積  ４７２．２７㎡ 

延床面積 １４９３．９９㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート造地下１階、鉄骨造地上３階 

収容台数 １，６５０台  

 内訳：自転車 １，５７０台（一時利用１５７台） 

    原動機付自転車８０台（屋外）（一時利用８台） 

 地下：407 台、１Ｆ：381 台、２Ｆ：398 台、３Ｆ：384 台 

整備仕様 ・地下１階から地上２階までの各階駐車スペースは、計画収容台

数を確保するために、スライドラックを採用し、床の仕上げを滑

りにくい防滑仕様の塗装とする。３階については区画線によるゾ

ーン表示とする。 

・また、斜路付階段には、自転車を上の階に上げるために自走式

ベルトコンベアーを設置する。 
 

 

参考３ 



○野田市自転車等駐車対策等に関する条例 

昭和６３年１０月１日 

野田市条例第１９号 

注 令和元年９月から改正経過を注記した。 

改正 平成７年３月２４日条例第２号 

平成１５年３月２５日条例第３号 

令和元年９月２５日条例第１３号 

令和２年３月２６日条例第１２号 

令和３年３月２４日条例第６号 

（題名改称） 

（目的） 

第１条 この条例は、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合

的推進に関する法律（昭和５５年法律第８７号。以下「法」という。）に基

づき、駅周辺の道路、広場その他公共の場所等における自転車等の駐車秩序

を確立することにより、都市環境の整備その他自転車等に関する施策の総合

的な推進を図ることを目的とする。 

（令３条例６・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 公共の場所等 道路、公園、駅前広場その他公共の用に供する場所

で、自転車等駐車場以外の場所をいう。 

（２） 自転車等 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項

第１０号に規定する原動機付自転車及び同項第１１号の２に規定する自転

車をいう。 

（３） 放置 自転車等の利用者（所有者を含む。以下同じ。）が当該自転

車等を離れて直ちに移動させることができない状態をいう。 

（４） 自転車等駐車場 一定の区画を限って設置される自転車等の駐車の

ための施設をいう。 

（５） 大型店舗等 百貨店、スーパーマーケット、銀行、遊技場その他自
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転車等の大量の駐車需要を生じさせる施設をいう。 

（令３条例６・一部改正） 

（市長の責務） 

第３条 市長は、第１条の目的を達成するため、必要な施策を講じなければな

らない。 

（自転車等利用者の責務） 

第４条 自転車等の利用者は、自転車等の放置により良好な生活環境を悪化さ

せないよう努めるとともに、市長の実施する施策に積極的に協力しなければ

ならない。 

２ 自転車等の利用者は、当該自転車等の見やすい箇所に自己の住所及び氏名

又は名称、電話番号等を明記するとともに、防犯登録を受けなければならな

い。 

（鉄道事業者等の責務） 

第５条 鉄道事業者及び一般乗合旅客自動車運送業者（以下「鉄道事業者等」

という。）は、市長の実施する自転車等の放置の防止に関する施策及び自転

車等駐車場の設置に協力を求められたときは、その事業の調整に努め、鉄道

用地の譲渡、貸付その他の措置を講ずることにより、自転車等駐車場の設置

に積極的に協力し、自ら自転車等駐車場の設置に努めなければならない。 

（施設設置者の責務） 

第６条 大型店舗等の設置者及び官公署その他公益施設の設置者は、周辺の土

地利用を勘案し、その敷地内若しくは周辺に自転車等駐車場を設置するよう

に努めなければならない。 

（放置禁止区域の指定） 

第７条 市長は、自転車等駐車場が整備されている区域で、自転車等の放置に

より良好な生活環境が阻害されていると認められる区域について、自転車等

の放置を禁止する区域（以下「放置禁止区域」という。）を指定することが

できる。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、放置禁止区域を変更することができ

る。 

３ 市長は、前２項の規定により放置禁止区域を指定し、又は変更したとき



は、その旨を告示しなければならない。 

（自転車等の放置の禁止） 

第８条 自転車等の利用者は、放置禁止区域内に自転車等を放置してはならな

い。 

（放置自転車等に対する措置） 

第９条 市長は、前条の規定に違反して放置禁止区域内に自転車等が放置され

ているときは、当該自転車等を撤去し、一定の場所に移送し保管することが

できる。 

（移送した自転車等の措置） 

第１０条 市長は、前条の規定により自転車等を撤去移送したときは、その旨

を告示するとともに、当該自転車等がその利用者に引取られるための必要な

措置を講ずるものとする。 

２ 市長は、前項の措置を講じた後もなお利用者が現れない自転車等について

は、処分する旨の告示の日から１月経過後処分することができる。 

（費用の徴収） 

第１１条 市長は、第９条の規定により自転車等を移送し保管したときは、そ

の移送に要した費用を規則で定めるところにより、当該自転車等の利用者か

ら徴収することができる。 

（協議会の設置及び所掌事務） 

第１２条 法第８条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３

８条の４第３項の規定により、野田市自転車等駐車対策等協議会（以下「協

議会」という。）を置く。 

２ 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１） 自転車等の駐車対策に関する重要事項について市長に意見を述べる

こと。 

（２） 前号に掲げるもののほか、自転車等の施策の総合的な推進に関する

重要事項について市長に意見を述べること。 

（令３条例６・一部改正） 

（組織） 

第１３条 協議会は、委員１４人以内で組織する。 



（令元条例１３・追加） 

（委員） 

第１４条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 交通安全協会を代表する者 

（２） 鉄道事業者を代表する者 

（３） 輪業組合を代表する者 

（４） 商店街連合会を代表する者 

（５） 自治会を代表する者 

（６） 女性団体を代表する者 

（７） 自転車預り所を代表する者 

（８） 学識経験者 

（９） 関係行政機関の職員 

（１０） 関係教育機関の職員 

（１１） 公募に応じた市民 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（令元条例１３・追加、令２条例１２・一部改正） 

（会長及び副会長） 

第１５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

（令元条例１３・追加） 

（会議） 

第１６条 協議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 



（令元条例１３・追加） 

（意見の聴取等） 

第１７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるとき

は、関係者に対し、出席を求め、意見を聴き、又は資料の提出を求めること

ができる。 

（令元条例１３・追加） 

（委任） 

第１８条 この条例の実施に関し、必要な事項は市長が定める。 

（令元条例１３・旧第１３条繰下） 

附 則 

この条例は、昭和６４年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月２４日野田市条例第２号） 

（施行期日） 

この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２５日野田市条例第３号） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月２５日野田市条例第１３号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、第８条の規定

は、同年１１月２９日から施行する。 

附 則（令和２年３月２６日野田市条例第１２号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２４日野田市条例第６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の野田市自転車等放置防止

に関する条例第１４条第１項の規定により野田市自転車等駐車対策協議会の

委員として委嘱されている者については、その任期中に限り、この条例によ

る改正後の野田市自転車等駐車対策等に関する条例第１４条第１項の規定に



より野田市自転車等駐車対策等協議会の委員として委嘱された者とみなす。 

（野田市自転車等駐車場条例の一部改正） 

３ 野田市自転車等駐車場条例（平成１４年野田市条例第２４号）の一部を次

のように改正する。 

第１５条第２項中「野田市自転車等放置防止に関する条例」を「野田市自

転車等駐車対策等に関する条例」に改める。 

 

 



 

 

○野田市自転車等駐車対策等に関する条例施行規則 

昭和６３年１１月２５日 

野田市規則第３２号 

注 平成１８年９月から改正経過を注記した。 

改正 平成６年３月３１日規則第２号 

平成７年３月２４日規則第６号 

平成９年３月３１日規則第２号 

平成９年１２月２５日規則第４５号 

平成１８年９月２９日規則第５６号 

平成２３年５月１９日規則第２９号 

平成２５年１２月２７日規則第４１号 

平成２９年６月９日規則第３６号 

平成３１年３月２８日規則第３３号 

令和元年９月２５日規則第２１号 

令和３年３月２４日規則第１５号 

（題名改称） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、野田市自転車等駐車対策等に関する条例（昭和６３年野

田市条例第１９号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（令元規則２１・令３規則１５・一部改正） 

（放置禁止区域の指定又は変更の周知） 

第２条 市長は、条例第７条第１項及び第２項の規定により自転車等の放置を

禁止する区域（以下「放置禁止区域」という。）を指定したとき又は変更し

たときは、当該区域内に放置禁止区域標識を設置し、自転車等の利用者（所

有者を含む。以下同じ。）に周知するものとする。 

（平３１規則３３・一部改正） 

（放置禁止区域の指定又は変更の告示） 

第３条 条例第７条第３項に規定する告示は、当該区域の範囲を明らかに表示

して行い、その期間は１４日間とする。 

参考５ 



 

 

（撤去・移送の通告） 

第４条 市長は、条例第９条の規定により自転車等を撤去移送する場合は、あ

らかじめ放置されている自転車等に撤去移送する旨を明示した放置自転車等

撤去移送警告書を付けて、撤去移送を通告するものとする。 

（平３１規則３３・一部改正） 

（引取りの通知等） 

第５条 市長は、条例第９条の規定により自転車等を保管したときは、自転車

等保管台帳に当該自転車等の特徴等を記載するものとする。 

２ 移送保管した自転車等で利用者が確認できるものについては、自転車等引

取通知書により利用者に通知するものとする。 

（平３１規則３３・一部改正） 

（告示） 

第６条 条例第１０条第１項の規定による移送並びに保管する告示の期間は、

１４日間とする。 

２ 条例第１０条第２項の規定による処分をする旨の告示の期間は、１４日間

とする。 

３ 前２項の告示は、野田市公告式条例（昭和２７年野田市条例第９号）第２

条第２項に規定する野田市役所掲示場に掲示して行うものとする。 

（平２９規則３６・平３１規則３３・一部改正） 

（自転車等の返還） 

第７条 条例第９条の規定により保管した自転車等の利用者が当該自転車等の

返還を受けようとするときは、保管自転車等返還願を市長に提出しなければ

ならない。 

（平３１規則３３・一部改正） 

（費用の徴収） 

第８条 条例第１１条に規定する費用の額は、自転車については１台につき

１，６５０円とし、原動機付自転車については１台につき３，３００円とす

る。 

２ 撤去の日前に警察署に対し盗難届が提出されている自転車等については、

前項の費用は、徴収しないものとする。 



 

 

（平２５規則４１・平３１規則３３・一部改正） 

（補則） 

第９条 この規則の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（令元規則２１・旧第１５条繰上・一部改正） 

附 則 

この規則は、昭和６４年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月３１日野田市規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の次の各号に掲げる規則の規

定に基づき作成された様式は、なお当分の間、所要の調整をして使用するこ

とができる。 

（１）から（３３）まで （省略） 

（３４） 野田市自転車等放置防止に関する条例施行規則 

（３５）から（４５）まで （省略） 

附 則（平成７年３月２４日野田市規則第６号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月３１日野田市規則第２号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成９年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

３ この規則による改正後の野田市自転車等放置防止に関する条例施行規則第

８条の規定は、施行日以後の移送に係る費用から適用し、施行日前の移送に

係る費用については、なお従前の例による。 

附 則（平成９年１２月２５日野田市規則第４５号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

３ この規則による改正後の野田市自転車等放置防止に関する条例施行規則第



 

 

８条の規定は、施行日以後の移送保管に係る手数料から適用し、施行日前の

移送保管に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年９月２９日野田市規則第５６号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この規則の施行に伴い新たに委嘱される野田市自転車等駐車対策協議会の

委員の任期は、第２条の規定による改正後の野田市自転車等放置防止に関す

る条例施行規則第１０条第１項本文の規定にかかわらず、この規則の施行の

際現に在任する委員の任期満了の日までとする。 

附 則（平成２３年５月１９日野田市規則第２９号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の旧規則の様式の用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（平成２５年１２月２７日野田市規則第４１号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の野田市自転車等放置防止に関する条例施行規

則第８条第１項の規定は、平成２６年４月１日以後に徴収する野田市自転車

等放置防止に関する条例（昭和６３年野田市条例第１９号）第１１条に規定

する費用について適用する。 

附 則（平成２９年６月９日野田市規則第３６号） 

この規則は、平成２９年７月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２８日野田市規則第３３号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 



 

 

２ 第１条の規定による改正後の野田市自転車等放置防止に関する条例施行規

則第８条第１項の規定は、平成３１年１０月１日以後に徴収する野田市自転

車等放置防止に関する条例（昭和６３年野田市条例第１９号）第１１条に規

定する費用（以下「費用」という。）について適用し、同日前に徴収する費

用については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月２５日野田市規則第２１号） 

この規則は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、

令和元年１１月２９日から施行する。 

附 則（令和３年３月２４日野田市規則第１５号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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